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代替防除資材利用によるリンゴ有機栽培の試み
2.転換後5年間の虫害発生状況

伊藤大雄*

Trials of Organic Apple Cultivation Using Substituted Control Materials 

2. Pest Occurrence in Five Years after Transition 

Daiyu ITO* 

防除体系を改変しながらリンゴの有機栽培を 2004年より 5年間にわたって

実施し，虫害の発生状況を調査した.供試園地では，耕うん，粗皮削り等の耕

種的な防除に加え，交信撹乱剤マシン泊乳剤 ニンニク抽出液等様々な防除

資材を年間延べ1O~16 回使用した. 5年聞を通した最重要害虫はナシマルカ

イガラムシで， 2006年にマシン泊乳剤の散布時期と希釈倍率を変更したとこ

ろ2007年から多発し， 2008年の被害果率は 60%に達したため，防除体系の再

検討が必要と考えられた クワコナカイガラムシは， 2008年に多発したが，そ

れ以外の年は 5.5%以下に抑えられた モモシンクイガの被害果率は最大

1.8%，ハマキムシの被害果率は最大6.7%にとどまり，一定の防除効果が認めら

れた

Key words: apple， mating disruption， organic culture， San Jose scal巴

米国では，近年，交信撹乱剤の実用化を契機にリンゴ

の有機栽培面積が急増した(1).しかしわが国のリン

ゴ栽培では，高温多湿のため虫害より病害が深刻で、あり，

病害防除の観点から有機栽培の実現は困難であると見ら

れてきた (6，10) 

わが国でも， BT剤等の微生物製剤が広く普及してい

るほか，主要リンゴ害虫に対する複合交信撹乱剤の防

除効果が圃場試験で実証され(7)，生産現場に導入され

つつある.したがって害虫に関しては，有機栽培で使用

できる資材のみで防除を行える可能性は高いと考えら

れる.

著者らは，有機栽培で使用できる農薬や資材(以後，

代替防除資材という)のみを使用して5年間リンゴを有

機栽培し，第l報 (2)でその病害発生状況を報告した

本報では，この期間の虫害発生状況について報告する

報告に先立ち，共に実験に携わった本学大学院農学生命

科学研究科・小笠原清訓氏，本学農学生命科学部・津田

勲氏，泉荘氏，上原子毅氏に謝意を表する

材料および方法

1 供試園場の概要

実験は 2003年の収穫時から 2008年の収穫時までの5

年間，弘前大学農学生命科学部附属生物共生教育研究セ

ンター藤崎農場内のリンゴ菌に，無農薬区画を設けて実

施した 同区画の耕種概要は，第 1報 (2)で述べたので

省略する.本報告の無農薬区と対照区も前報のそれと同

ーである.すなわち，無農薬区とは，無農薬区画内にあ

る樹のうち生育不良樹，化学肥料施用樹，移植後3年未

満の樹や 2008 年に編入された樹を除く 3~7樹，対照区

とは，無農薬区画に隣接し，慣行防除が実施された 2~4

樹を指す.

無農薬区画は，区外からの若木の移植や隣接樹の編入

によか次第に無農薬経過年数の異なる樹が混在するよ

うになったーそこで2008年には，無農薬経過年数の違い

による虫害発生の差異を調査した.この調査において，

11年目」は 2007年まで対照区と同じ慣行防除が実施

され2008年から無農薬区画に編入された3樹， 12~3 年

目」は 2006年あるいは 2007年に区外から移植された
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若木3樹， 15年目」は既述の無農薬区に相当する 6樹を

指す.

2，防除

無農薬区における代替防除資材による防除の概要は，

第l報 (2)で述べたが，ここでは害虫防除を主目的とす
る資材に絞って補足説明する.害虫防除を主目的とする

資材は5年間一貫してマシン油乳剤(マシン油97%)と，

アリマルア・オリフルア・テトラデセニルアセテート・

ピーチフルア剤あるいはオリフルア・トートリルア・ピ

ーチフルア剤(交信撹乱剤)であった.マシン泊乳剤は，

2005年までは発芽目前後に 100倍液を散布したが， 2006 

年以降は発芽後20日目頃まで、待って200倍液を散布し

たこれは，青森県の標準的な防除体系が変更されたの

に倣った措置で，対照区におけるマシン油乳剤の散布時

期・濃度も， 2006年から同様に変更した交信撹乱剤は，

2006年までアリマルア・オリフルア・テトラデセニル

アセテート・ピーチフルア剤(商品名:コンフユーザ-

A)を150本/10a，2007年以降はオリフルア・トートリ

ルア・ピーチフルア剤(商品名 コンフユーザーR)を

100本/lOa使用した設置時期は，実験開始当初は開花

後 15~20 日目であったが，次第に遅らせ， 2∞8 年は開花

後35日目に設置した.設置範囲は無農薬区画を中心とす

る約 1haとした従って，無農薬区画に隣接する対照区

にも交信撹乱剤が設置され，その効果が及んでいたと考

えられる.なお，これらの他に，病害防除を主目的とし

て食酢，強酸性水，水和硫黄剤，自家製のニンニク抽出

液などを使用した

対照区では，発芽目前後または発芽後約20日日から 9

月上旬まで，約 15日おきに 11固または 12回，延べ15成

分回数の殺虫剤と殺ダニ剤を散布した.ただし，そのう

ち3成分回数は有機栽培でも使用可能なマシン油乳剤と

BT水和剤で、あった.

無農薬区画では， 4月に粗皮削りを丁寧に実施すると

ともに，市販の微生物資材を混合した発酵途上の自家生

産堆肥(いわゆるぼかし肥)を 0，5~1.0t/lOa投入し，投

入後に浅く耕うんした 対照区では，粗皮削りは実施し

たが，堆肥に代えて化学肥料を施用し，耕うんは行わな

かった

3，被害調査

毎年 11月に，収穫した果実の全部または一部につい

て，ナシマルカイガラムシ Quadraspidiotusperniciosus 

の寄生による着色，クワコナカイガラムシ Pseudococcus

comstockiの寄生によるがくあ部の汚れ，ハマキムシ類

の食害痕ならびにモモシンクイガ Carposinanipon四 SlS

の食入孔の有無を果実毎に判定した， 2006~2∞8 年は，

果実の一部に袋かけを行ったが，本報では無袋呆実の結

果を報告する 調査果実数は年によって大きく異なり，

無農薬区では 637~3824，対照区では 274~1084 であっ

た.また， 2008年における無農薬経過年数l年目， 3年

目， 5年目の調査果実数はそれぞれ284，486， 637であっ

た.なお， 2008年は各果実のナシマルカイガラムシ被害

程度を指数 (0~3) で区分し，被害度を次式で算出した

指数0:被害なし

1 被害が果頂部のみ，または被害痕10個以下

2:指数1と指数3の中間的な被害

3:被害が果実全面に及ぶ

エ(被害指数×該当果数)
被害度--------x 100 

調査果数x3

枝葉の害虫被害については，観察のみ行い，定量的調

査は実施しなかった

4.統計検定

被害呆率の年次間差や区間差は， 2組の比率の差に関

する正規分布検定 (11)により検定した

結果

1 .果実における虫害発生の経年変化

果実の虫害発生状況は第 1表に示した 無農薬区で最

も問題になったのは，ナシマルカイガラムシであった

2006年以前は全く被害がなかったが， 2007年には

17.1 %， 2008年には60.0%の被害呆率と，急増した.

ナシマルカイガラムシに次いで被害が大きかったのは

クワコナカイガラムシであった.無農薬区における本害

虫の被害呆率は2007年までは5.5%以下に抑えられてい

第 1表各害虫に対する被害果率の経年変化

年 ナシマルカイガラムシ クワコナカイガラムシ ハマキムシ類

無農薬 対照 無農薬 対照 無農薬 対照

2004年 O.OCX) O.OnsY) 5.5b 0.0 * 2.5c 3.7 * 

2005年 O.Oc O.Ons 0.7d O.Ons 0.3d O.Ons 

2006年 O.Oc O.Ons 1.4c 0.0 * 6.7a 0.4 * 

20昨年 17.1b 0.0* 5.5b 2.8* 5.8ab 0.2* 

2008年 60.0a 0.0 * 22.0a 18.6ns 4.4b 3.2ns 

x) 異なるアルファベット間には，無農薬区の被害率に5%レベルで有意な年次間差がある

被害果率(%)

モモシンクイガ

無農薬 対照

O.Oc O.Ons 

1.5a 0.0 * 
1.8a 0.0 * 
1.1a 0.0 * 
O.2b 0.3ns 

y) *は無農薬区と対照区の聞に5%レベルで有意差があることを， nsは有意差がないことを示す.
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たが， 2008年には 22.0%に達したなお 2008年は対照区

の被害果率も 18.6%に達しており，農薬を用いた標準的

な防除体系でも充分に防除することは出来なかった.

ハマキムシ類の被害果率は 0.3~6.7%で，年次による

変動が大きいが， 2006年から被害が若干増大する傾向が

うかがえたなお，収穫果実の被害果のほとんどは夏秋

季の若齢幼虫の食害，すなわち，リンゴコカクモンハマキ

Adoxophyes orana fasciataによる「ホシナメリ」のよう

な被害であった.実際に果実被害を与えたハマキムシの

種類は不明で、あるが，葉では 5~6 月にリンゴコカクモン

ハマキやミダレカクモンハマキ Archipsfuscocupreana 

がしばしば確認された

モモシンクイガの被害は比較的少なく，年次によって

は果実を切断して慎重に被害の有無を判定したが，被害

果率は最高でも1.8%にとどまった

2.無農薬経過年数による果実の虫害発生の差異

2008年に，無農薬経過年数の異なる樹に対して呆実の

害虫被害を比較調査した結果を，第2表に示した ナシ

マルカイガラムシは，無農薬経過年数が長い樹ほど被害

果率，被害度ともに増大する傾向にあった また，被害

果率は低いものの，ハマキムシ類でも同様の傾向が示さ

れた.一方，クワコナカイガラムシは，無農薬経過年数

の短い樹ほど被害が大きかった.モモシンクイガは，無

第2表無農薬経過年数の違いによる果実の害虫被害の

差異 (2008年) 被害果率(%)

無農薬ナシマル クワコナ ハマキモモシン

経過年数カイガラムシカイガラムシムシ類クイガ

l年目 32.0bX)(11.0)Y) 35.2a O.4b O.Oa 

3年目 60.3a (22.6) 28.6a 4.5a O.Oa 

5年目 60.0a (33.7) 22.0b 4.4a O.2a 

x) 異なるアルファベット聞には，区間に 5%レベル

で有意差がある

y) カツコ内の数字は被害度を示す

農薬経過年数に関係なく被害が少なかった.

3.枝葉の虫害発生

無農薬区で最も重大な被害を与えたのは 2007年と

2008年のナシマルカイガラムシであり，枝の一部が本害

虫の寄生により冬季に枯死したまた， 2005年8月にリ

ンゴハダニPanonychusulmiとナミハダニ Tetranychus

urticaeが一部の樹で多発し，実体顕微鏡で観察したとこ

ろ，寄生密度は葉当たり数十頭にも達していた しかし

同年9月上旬の食酢・強酸性水散布以降，寄生密度が激

減したその他の年は，時々葉当たり数頭~10 頭に達す

るのが確認されたが， 2005年ほどの目立った発生は観察

されなかった.また，いずれの年次にも， 9月頃から棄

にキンモンホソガLithocolletisringoniellaと見られる食

害痕(マイン)が目立ち始め， 11月頃には半数以上の葉
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に食害痕が認められた

考察

1 .ナシマルカイガラムシ

本害虫は成農薬栽培リンゴ固などで最近多発してい

るが (3)，本実験でも無農薬4年目となる 2007年に突然

多発し 2008年は被害呆率が60%に達した多発の原因

のーっとして， 2006年からマシン油乳剤の希釈倍率を

100倍から 200倍に変更したことが考えられる すなわ

ち，本剤は 25倍から使用可能で、， 50倍でも本害虫に非常

に高い殺虫効果が確認されているが(4)，200倍にまで希

釈したことで殺虫効果が低下したと考えられるーなお，

対照区でも 2006年からマシン泊乳剤の希釈倍率が200

倍に変更されたが，本害虫の発生は 2008年まで全く認め

られなかった.これは，対照区ではモモシンクイガの防除

を目的として散布される有機リン剤やピレスロイド剤

が，本害虫に高い殺虫効果を有する (3)ためと考えられる.

本害虫の被害は，現行のマシン油200倍の防除体系で

は，無農薬年数が長くなるに従って拡大していくことが，

2008年の実験から示唆されたなお，無農薬経過年数が

長くなるほど被害程度の高い果実の割合が増大するた

め，被害果率より被害度で比較すると，その傾向は一層

明瞭であったそして， 2008年の無農薬区(転換後5年

目)は枝の枯死を伴っており，持続的生産が困難な状態

に達していた 今後，発芽期のマシン油乳剤の希釈倍率

を，本害虫の殺虫効果が確実な 25~50 倍に変更するとと

もに，多発した場合は夏季にもマシン油乳剤を補完散布

するなど，防除体系を再検討して実験を継続する予定で

ある.

2. クワコナカイガラムシ

クワコナカイガラムシは， 2007年までは比較的被害が

少なかったが， 2008年に至って 22.0%という大きな被害

率を示した 本害虫もマシン油で防除される害虫である

ことから， 2006年よりマシン油乳剤の希釈倍率を 100倍

から 200倍に変更したことと， 2008年の多発には何らか

の関係があるかもしれないまた，対照区でも 2006年よ

り希釈倍率の変更が行われたが，やはり 2008年に本害虫

が多発している.今後は，マシン油乳剤の希釈倍率を 25

~50 倍とし，本害虫の発生の推移を継続調査する予定で

ある.

3.ハマキムシ類

本実験で使用した交信撹乱剤には，果実を食害するリ

ンゴコカクモンハマキとミダレカクモンハマキの交信撹

乱成分が含まれているが，その防除効果は，既往の報告

(8)にある通り，慣行農薬には及ばなかった.すなわち，

無農薬区におけるハマキムシの被害果率は， しばしば対

照区を有意に上回り，最高で6.7%に達したしかし，有

機栽培では許容できる被害水準と見ることもできる 更

に高い防除効果を目標とするならば， BT水和剤等によ



る補完的な防除を検討する必要がある.なお.2004年の

無農薬区や.2008年の無農薬 l年目の樹では，ハマキム

シの被害は対照区より有意に少なかった.なぜ転換直後

の樹でハマキムシ類が抑制されるのか不明であり，今後

の検討課題である

本実験では，ハマキムシによる果実被害のほとんどが，

夏秋季の若齢幼虫による食害(いわゆるホシナメリ)で

あった目その原因として.6月中旬までの被害果(いわゆ

るナメリ果)は摘呆の際にほとんど切除されることに加

え，交信撹乱剤の効果が夏秋季まで持続していない可能

性も考えられたので，交信撹乱剤の設置時期を，モモシン

クイガ成虫の発生時期 (6月上旬頃)を考慮しながら，毎

年少しずつ遅らせた.実際，被害呆率は 2006年から 2008

年にかけて低下する傾向にあったが，これが設置時期を

遅らせた効果であるかどうかは判然としない.交信撹乱

の対象外害虫による食害の可能性など，更に慎重な検討

が必要である

4. モモシンクイガ

本実験で使用した交信撹乱剤には，モモシンクイガの

交信撹乱成分も含まれている目本実験では，被害呆率が

最高で、も1.8%にとどまったことから，モモシンクイガに

対する交信撹乱剤の防除効果はかなり高いといえる な

お，本害虫は地中の浅い場所で越冬するが (5).無農薬

区では毎年黒星病の耕種的防除を主なねらいとして春季

に耕うんを行っている.年 l回の浅い耕うんとはいえ

本害虫の発生にも影響している可能性がある本害虫は，

台湾などへの果実輸出の観点から，地域ぐるみで徹底的

な防除が求められている.更に高い防除水準を目標とす

るなら，スタイナーネマ・カーポカプサエ剤(線虫剤)

など他の代替防除資材の併用を検討する必要がある.

5. その他の害虫

ハダニ類は 2005年に多発したが，その後3年間，少発

であった本実験では.2005年以降は食酢や強酸性水を

主体とした病害防除を行ってきたが. 2005年の観察結

果から，食酢や強酸性水がハダニ類の消長にも何らかの

影響を与えている可能性が示唆される.また.2006年以

降は無農薬樹に天敵が定着し，多発を抑えている可能性

も考えられる天敵への食酢，強酸性水の影響を含めて，

今後詳細に検討する必要がある

本実験で2006年まで使用していた交信撹乱予測には，キ

ンモンホソガの交信撹乱成分も含まれているが，毎年秋

季にキンモンホソガの食害痕が目立ったーキンモンホソ

ガの越冬世代成虫は発芽直後に出現するため，その効果
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的防除のためには，交信撹乱剤の設置時期を大幅に早

める必要性が指摘されている (9).2006年以前にキンモ

ンホソガが多発したのは，交信撹乱剤の効果を秋季まで

持続させることをねらって，設置時期をモモシンクイガ

成虫の発生前 (5 月下旬~6 月上旬)としたためかもしれ

ない
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